
 

 

工事完了届出書 
 

  年  月  日  
  
       東 三 河 総 局 長  

    県 民 事 務 所 長  

 

 

郵便番号  

届出者 住  所  

氏  名  

（名称及び代表者氏名）       

 

 

汚染の除去等の措置に係る工事が完了しましたので、次のとおり届け出ます。 

汚染が判明した土地の所在地 〇〇市〇〇町〇番、〇番、〇番 

特定有害物質等取扱事業所が

設置され、又は設置されてい

た場合にあっては、その名称 

 

〇×事業所 

講 じ た 措 置 の 概 要 掘削除去 

開 始 及 び 終 了 の 時 期 

 

年  月  日から  年  月  日まで 

措置が有効であることの確認

方法 
地下水の水質測定を行い、地下水基準適合を確認した。 

備 考  

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

〇開始時期  

掘削工事の着工時期 

〇終了時期 

掘削除去終了時期（埋戻し完了日） 

記載例 

該当する事業所がない場合は、 

「該当なし」と記載してください。 

原則、土壌汚染の報告を行った者から届出してください。 

法第12条（第１項、第２項、第３項）又は土壌汚染等処理計画書（任意）

による措置を伴う工事の完了届出書を提出する場合に使用してください。 

殿 
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１．土壌又は地下水の特定有害物質による汚染の状況 

特定有害物質の種類 適合しない基準項目 最大濃度 最大濃度の区画名 

鉛及びその化合物 溶出量・含有量・地下水 160mg/L・mg/kg B1-7 

ふっ素及びその化合
物 

溶出量・含有量・地下水 1.2mg/L・mg/kg B1-7 

ふっ素及びその化合
物 

溶出量・含有量・地下水 1.1mg/L・mg/kg B1-7 

 溶出量・含有量・地下水 mg/L・mg/kg  

 溶出量・含有量・地下水 mg/L・mg/kg  

 

２．措置の内容 

  掘削による除去 

 

３．措置の実施期間 

全体 令和 年 月 日～令和 年 月 日 

基準不適合土壌の搬出の着手日 令和 年 月 日 

基準不適合土壌の搬出完了日 令和 年 月 日 

基準不適合土壌の運搬完了日 令和 年 月 日 

基準不適合土壌の処理完了日 令和 年 月 日 

 

４．区画毎の掘削完了日、埋戻し完了日 

区画名 掘削完了日 埋戻し完了日 

A1-4 令和 年 月 日 令和 年 月 日 

B1-7 令和 年 月 日 令和 年 月 日 

 令和 年 月 日 令和 年 月 日 

 令和 年 月 日 令和 年 月 日 

 

５．土地の形質の変更を行った面積 

   160    m2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋戻し完了後に地下水の水質測定を行い、措置が有効であることを確認してください。 

 

資料にはページ番号を記載してください。 
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６．搬出した基準不適合土壌の体積 

 ※１ 廃棄物として処分する場合は、産業廃棄物管理票の写しを添付してください。 

   場内で利用する場合は、その旨を記載してください。→      で利用 

※２ 重量を体積に換算する場合は、土の密度を記載してください。→   t/m3 

 

 

 

 

 

７．埋め戻し土量 

   390    m3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位

区画 
汚染状態 

対策深度

（m） 
掘削面積（m2） 掘削深度(m) 

地下構造物 

の体積※１(m3) 
搬出土量※２(m3) 

A1-4 ふっ素及び

その化合物 

（溶出） 

2 100 2 10 190 

B1-7 鉛及びその

化合物 

（含有） 

3 60 3.1 0 

186 
ふっ素及び

その化合物 

（溶出） 

3 60 3.1 0 

       

       

       

 合計 376 

・実際に搬出した土壌の体積を記載してください。 

・単位区画内に複数の特定有害物質による土壌汚染がある場合、特定有害物

質ごとの掘削体積の合計値と合致しません。 
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８．基準不適合土壌の運搬・処理 

（１）運搬フロー図(積替え保管なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）運搬方法 

     陸運 

 

 

９．対策工事期間中に実施した環境保全対策の内容 

 

 

 

 

 

運搬：【運搬受託者名】㈱●● 

【運搬受託者住所】●●市●●町●－● 

【荷姿】直積み＋トラックシート掛け 

 【運搬請負者名】▲▲㈱ 

【運搬請負者住所】▲▲市▲▲町▲－▲ 

【荷姿】直積み＋トラックシート掛け 

【運搬請負者名】△△㈱ 

【運搬請負者住所】△△市△△町△－△ 

【荷姿】直積み＋トラックシート掛け 

処理：【処理する者の氏名又は名称】□□㈱□工場 

【処理施設の所在地】□□市□□町□－□ 

   【処理施設の種類】浄化等処理施設 

【処理方法】浄化（抽出－洗浄処理） 

措置を講じた区域：〇〇市〇〇町〇－〇 

特定有害物質：鉛及びその化合物（含有）、ふっ素及びその化合物（溶出） 

積替え保管がある場合、積替え保

管の所在地・所有者名又は名称に

ついても記載してください。 

陸運（自動車）、海運（船舶）の別を記載してください。 

対策工事期間中に実施した環境保全対策を記載してください。 

・特定有害物質の飛散、揮散、流出防止等の対策 

・騒音対策 

・悪臭対策 

・地下水対策 

・運搬時の飛散防止措置   など 

 

※土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第３.１版）5.4.5参照 
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10．埋め戻し土壌の分析結果等 

（１）搬入元の情報 

   〇〇市○○町〇〇－○○で掘削した山土 

 

（２）分析頻度 

   特定有害物質全26種について5,000m3以下ごとに１回 

 

（３）分析結果 

   別添計量証明書のとおり  

 

 

11．地下水水質測定結果 

 

 

搬入土壌に応じ、特定有害物質全26種について分析を行ってください。 

・土壌汚染のおそれがないと認められる土地から搬入された土壌  →5,000m3以下ごとに１回 

・土壌汚染のおそれが少ないと認められる土地から搬入された土壌→900m3以下ごとに１回 

・土壌汚染のおそれが多いと認められる土地から搬入された土壌  →100m3以下ごとに１回 

 

※「要措置区域外から搬入された土壌を使用する場合における当該土壌の特定有害物質による汚

染状態の調査方法」（平成31年環境省告示第６号）、土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関

するガイドライン（改訂第３.１版）Appendix15参照 
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添付書類 

１．土地の形質の変更をした場所を明らかにした図面 

 

２．汚染の状況がわかる図面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．土地の形質の変更の施行方法を明らかにした平面図、立面図及び断面図 

 

４．工事終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

 

 

 

土地の形質の変更をした場所が分かる図面を添付してください。 

①掘削除去を行う部分とその深度、②特定有害物質ごとの汚染濃度が分かる図面を添付して

ください。 

 

※汚染土壌の運搬に関するガイドライン（改訂第４.２版）2.1.2(1)参照 

 

原則、区画ごとに作成してください。 

単位区画内に傾斜がある場合は、傾斜の状況と掘削深

度の関係がわかるように記載してください。（愛知県

では、基準不適合土壌の深さは傾斜に沿って判断しま

す。） 

↓調査地点 

（例）基準不適合土壌の深さが２mの場合 

2m 基準不適合土壌 

上記図面と合わせ、土地の形質変更後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度を明

示した図面も作成してください。 
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５．管理票の写し（Ｃ２票） 

６．地下水等の湧水があって、公共用水域に放流した場合は、その水の分析結果 

 

７．埋め戻し土壌がある場合は、土壌の計量証明書の写し 

 

８．措置完了の場合は、地下水の水質の計量証明書の写し 

 

９．産業廃棄物の排出があった場合には産業廃棄物管理票（マニフェスト）の写し 

 

10．各区画の対策内容を確認できる書類（写真等） 

    〇出来形確認写真（水平方向） 

   ・全景 

 

 

 

 

 

 

 

   ・拡大写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇出来形確認写真（深度方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ２票の写しを全て添付してください。 

・全景写真、始点・終点の拡大写真を添付してください。 

・単位区画ごとに全ての辺に対して長さが分かるように撮影してください。 

・撮影年月日、区画名、撮影箇所を示してください。 

・単位区画ごとに掘削範囲の各角及び中央に対して掘削深度が分かる全景写真（全

景写真で数値が読めない場合は、目盛の拡大写真も必要）を撮影してください。 

・掘削深度が深い場合など、全景を写せない場合は、全体が分かる写真と近景写真

の組み合わせで深さが分かるようにしてください。 

・撮影年月日、区画名、撮影箇所を示してください。 

（傾斜地（対策深度2m）の例） 
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〇その他写真 

・地下構造物の寸法を計測した写真 

・掘削除去した土壌の搬出時の写真 

・埋め戻し後の写真 

・標高管理により施行する場合は、基準点の設定に係る写真 等 

 

＜現場写真全体の注意事項＞ 

 

11．工事終了図面（出来形図） 

 

12．積替施設の図面及び写真（必要に応じ） 

 

13．保管施設の構造を記した書類（必要に応じ） 

・原則、区画ごとに作成してください。 

・掘削場所の土壌が確実に除去されたことを示す測量記録及び現場写真であること 

 ※測量状況が不明瞭な写真が多いので、鮮明な写真を添付してください。 


